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1El 地域的便益最大化モデル

1.一 般モデル

(1)モ デルの範囲

本モデルは,用 水,す なわち,農 業用水,生 活用水,営 業
・業務用水,工 業用水を

主に河川から取水している,あ るひとまとまりの市街地,そ の中に散在したりその周

辺に存在する市街化区域内農地,お よびその上
・下流に存在する市街化調整区域内農

地から構成された,水 収支上ほぼ完結した市町村レベル程度の範囲を対象とする。

(2)モ デルの目的

上記範囲内の各用水の将来計画年における水需要を満足させるためには,河 川上流

における水源開発,他 地域湖沼水源開発からの導水,地 域内における反復利用,た と

えば,中 水道,工 業用水回収水等の推進)農 業用水合理化による余剰水の生み出し等

が考えられる。このモデルでは,水 収支上の上下流地域との水利用関係,た とえば,

下流農地への排水義務量,河 川維持用水等を考慮した上で,

la)計 画年における本地域内水需要を満たし″,か つ,そ の事業費を最小とする。

働 合 理化の結果から受ける地域社会全体としての,費 用を考慮した純便益を最大

にする。

というような農業用水合理化の最適事業規模の確定を目的としている。

ただし,以 下,本 論文で用いる用語の定義として 「合理化事業」という事業は,現

行の 「合理化対策事業」とは異なった内容をもつものであるとする。すなわち,現 行

事業が工事のみの事業であるのに対し,本 論文の合理化事業は,工 事完了後の水管理

までも含めたものと定義する。したがつて,「合理化対策事業費」とは工事費のみ で

あるのに対し,「合理化車業費」とは,工事費と合理化するために投入された追加水管

理費,水 計画上の畑作化補償費の合計である。

(3)手  法

線形計画法 (L.P.)を用いる。

“)モ デル化の手順

い)地 域全体の水の動きを把握し,本 地域における水収支関係を樹立する。

m)各 用水の計画年における需要量を求める。

農業用水については,前 章において示した CB法 を利用し,純 用水量,管 理用
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水量を合理化事業規模を決定する変数 (政策変数)の関数で表現する。上水道 (生

活用水)営 業 ・業務用水),工業用水については,計 画年における需要量を地域資

料により予測する。

し)計 画年における本地域の農地面積を地域資料により予測する。

ld)制 約条件を設定する。

い),い),Ⅲ)の結果から,水 収支制約 (地表流)地 下水流),地域の面積制約 (合

理化計画上の畑作化面積,事 業化面積),水 管理労働投入量 制 約,地 下水汲上げ

制約 (物理的,政 策的))水需給制約を設定する。

い)目 的関係を設定する。

は)の制約の下で,(2)のい),0を 意図する目的関数を設定する。ただし, 目的関

数における費用とは,計 画年において,都 市側および農業側の目的を満たすため

に必要な,現 状から計って増 となる地域全体 としての費用の増分である。便益に

ついても同様である。

(5)モ デルの定式化における仮定

し)有 効雨量は,モ デルの分析対象期間を夏期連続千天期 と設定し,無 視する。

m)減 水深,地 区全体の反復利用度は,現 況における実測値を採用し,事 業前後に

おいて不変 とする。

し)地 域外からの地下水流入量 と地域外への地下水流出量は等 しいものとする。

は)水 利用における水質は考慮 しない。

い)現 時′点より計画年までの間の農地転用は,市 街化区域内農地の減 として一括計

上する。

(f)開 発コス トの水需要量に与える影響は,無 視できるものとし,計 画年において

不変とする
D。

1591 濯漑期間中の渇水の補強さえできれば,年 間を通じた新規取水は可能であると

する
2)。

働 地 域内農地は,水 供給計画上,水 回のみであるとする。

(6)一 般モデルの定式化

以上の手順および仮定より,L,P。 モデルを定式化する。使用変数記号の説明は,第

III-1表 に一括 して示す。また,制 約条件中の水収支バランス式番号①は,第 III-1

図の位置番号に対応 している。

い)制 約条件

a 各 地点における水収支バランス

① Q。 1-F112~F113~位 14~M115~DV4~DV5~Q16=0

Q16                    ≧ Q16
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第III-1表 変 数記号表

変数十 明説

Q 。 1

Qij

Qij
F1lj

( ) 1 1 4

M115

DV4

DV5

FNj

FOj

予Vrj

A2

A3

A3

A百

A9

Apj

Laj

Rj

R o J

Sij

Sij

Ej

FDij

CD48

江ヽD58

D4

D5

S4

S5

S4

S5

DS45

hJ

Cv

取水点①における流量

も間における河川維持流量と他地区の水利権の和

も間の流量

iよ りのj農 地の取水量

取水点①における上水道の既得水利権量
〃    工 業用水   〃

上水道への転用水量

工業用水  〃

j農 地の純用水量

〃 管 理用水量

〃  水 利権相当量

上流側市街化調整区域内農地面積

市行化区域内農地面積 (水田)
〃  残 存農地面積 (水田十畑)
〃  農 地合理化計画上の畑作化面積

下流側市街化調整区域内農地面積

j農 地におけるパイプライン化面積
〃   水 管理労働追加投入量
〃   全 体還元率

j農 地の現況管理用水率

地域外から地域内,地 域内から地域外への地下水量

i農地からj方 向への地下水流量

j農地における蒸発散量

i農地のj地 点への排水量

上水道の③地点への 〃

工業用水の ご
!〃   〃

計画年における下水道の需要量

〃   工 業用水 〃

上水道における現時点地下水汲上げ量

工業用水      〃

計画年における上水の地下水汲上げ量

〃   工 水   〃

〃   上 水 ・工水の地下水汲上げ節減量

j農地の減水深

単位蒸発散量
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第田 -1表 (つづき)

j農地における単位地下浸透量

地下水汲上げ可能量補正係数

変数十

水源余剰度当り配水管理用水増減量
パイプライン化による送水ロス減率

水管理労働時間当り配水管理用水節減量

単位面積当り水管理労働追加投入可能量
〃   水 管理節減時間      ・

j農地の単位面積当りのパイプラインコスト

単位時間当りの水管理労働単価

単位面積当りの畑作化による収穫減額

単位水量当りの地下水汲上げコスト

単位面積当り作物増産効果額
〃   維 持管理費節減効果額

単位水量当りの新規利用可能増都市用水の評価額

(注)記 号の上に～の付したものは外生変数またはパラメーター。

F112=FN2+F02

FN2=h2・ A2(1~R2)

F02=予 VP2+予 VL2+Owstl― (DV4+DV5)|(恥
「r2+M作 3)

一
(FN2+予 VP2+恥 /L2)'Wr21A2

予VP2 =ど (A 2 ~ A p 2 )五2( 1 ~貫2) | ( 1 ~ R 0 2 )

WL2~帝 1(試2~La2)

F113=FN3+F03

FN3=丘 3・A3(1~R3)

F03=WVP3+巾 VL3+Cwst(1-(DV4+DV5)|(予 ア`r2+林ん3)
一
(FN3+巾 VP3+恥 アL3)1覇 アr3}A3

WP3=ど (A3~Ap3)五3(1~R3)|(1~R03)

恥アL3=Wl(lA3~La3)

取水地点①において,流 量 Q01か ら,① ⑥区間における他地区の水利権量と河川

維持用水量の和 Q16を 差し引いた量 が,上 流側市街化調整区域内農地 (以下農地②

と書く),市街化区域内農地 (農地③)お よび上水,工 水が合計として取水できる流量

である。この取水量から,上 水,工 水の既得水利権量 C114,M115を 差し引いた流量

が,本 来農地②,③ が持つ水利権流量 で あ る。上水,工 水の転用可能量 DV4,DV5

は,排 水義務量制約にひつかからなければ,こ の水利権流量と農地②,①の取水量(粗

明説

々
ｓＪ
子

Ａ鴫

一
３

一
ｗｉ

宮
‐

≡
‐
ｓ
（
均
れ
Ｐ

Ｃ
ｃｒ。
六
抑

々
如

”
飾

。
ｃｄｖ
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第III-1図 地 域全体の水の動き
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62

用水量)F112,F113との差ということにな る。粗用水量 FIは ,純 用水量 FNと 管理

用水量 FOの 和であるが,外 生変数および係数が決定されると,合理化事業規模の変

数,農 地②,③ の事業化面積 Ap2,Ap3,農 地②, ③に対する追加水管理労働量 La2,

La3,と市街化区域内残存農地面積 Aめ ぉょび転用水量 DV4,DV5の 関数となる。

純用水量 FNは ,減 水深 五と農地面種Aと 地区全体の還元率 氏 によって決定され

る。管理用水量 FOの うち,送 水損失水量 WPは ,パ イプライン化による ロス節減

率 Cと 事業化面積分に相当する粗用水量との積の量だけ,パイプラインにより現況よ

り節減される。また,配 水管理用水量 WLは ,追加労働投入量 Laと 水管理労働時間

当りの配水管理用水節減量岳1との積の量だけ, 追加労働投入により節減され,さ ら
に,事 業化後の取水可能量が事業化前の水利権量帝rに比して小さくなると3),その

比率と水源余剰度当り配水管理用水増減量 Owsおょび農地面積Aの積の量だけ,水源
量の多寡に対する農民行動として節減される。

② F112+SO′ -2~E2~S24~S25~FD26=0 ( 3 - 3 )

E 2 = A 2 ・C v

(S24+S25~Å 2・S2+愚0′_2)

農地②においては,取 水された水 F112が地区内農地に灌概され,そ の際,蒸発散量

として E2が消費されるが,地 下浸透量 S24,S25は,地 区外からの地下水流入量 SO′_2

と合わさって地下水流となる。その残りは,河 川⑥地点に排水される。

③ F113+E3~S34~S35~FD86=0 (3-4)

E 3 = A 3 ・C v

(S34+S35=A3・g3)

このバランス式は,農 地③の面積 A3の 動きに対応しており,全 て合理化計画上の

畑作化がなされると消失する。

④ C114+DV4+S24+S34+S94~CD48=0

⑤ M I■5+ D V 5 + S 2 5 + S 3 5 + S 9 5 ~ M D 5 8 = 0

都市への用水は,地 域外への持ち出しはなく,全 て河川③地点に排水される。

⑥ Q 1 6 + F D 2 . 6 + F D 3 . 6 ~ Q 6 7 = 0

Q67

( 3 - 5 )

( 3 - 6 )

( 3 - 7 )

( 3 - 働≧Q6?

河川⑥地点における流量 Q67は ,⑥ ④区間におけ る他地区の水利権量と河)|1維持

用水量の合計 Q67以 上でなければならない。そのために,農 地②および③に一定以

上の排水義務量が課せられることになり,こ の排水義務量が転用可能水量の上限を制

約する可能性がある。

④ Q 6 7 ~ F 1 7 0 ~ Q 7 8 ( 3 - 9 )

(3-10)Q78

F179=FN9

力Ｑ

〓 ０
　
＞
一一

十 F09
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FN9=h9A9(1-R9)

F 0 9 = 予V P 9 + 恥アL 9 + C w s  t l ―( F N 9 + 予V P 9 + 予V L 9 ) 1 恥/ r 9 〕A 9

W P 9 = ε( A 9 - A p 9 ) h 9 ( 1 - R 9 ) | ( 1 - R 0 9 )

W L 9 = w l ( l A 9 - L a 9 )

下流側市街化調整区域内農地 (農地③)で 合理化事業を行なうことは,河 川④地点

における取水量 F17,9を減ずることが可能 となるので, これが上流取水地点①におけ

る取水可能量増に反映 し,結 果的に転用可能量増に結びつく。

③ Q78+CD48+MD58~Q8.10=0

Q8.10 ≧Q8.10

河川③地点に排出された都市排水 CD48,MD58が , これより下流地′点で取水され,

反復再利用されるためには,都 市排水が,① 地点に流入するまでにおいて水質処理さ

れているか,あ るいは,河 川流量 Q7.8が 再利用可能な水質まで希釈できる量である

必要がある。

③ F17.9~E9-S9.4~S9.5~S9111-FD9 10=0

E 9 = A 9 ・c v

(S94+S95=A9。S9_s9.11)

農地②と同様であるが,地 域内に流入してきた地下流水量 SO′_2と同量の地下水量

S9.11を,地 域外へ流出させる必要がある。

① Q810+FD9,1。―Q10.12=0                 (3-14)

Q10.12       ≧ Qlo,12               (3-15)
⑥地点におけるバランス式 と同様である。

b 地 下水収支バランス

S24+S25=A2・ S2~SO′2

S34+S35=A3・ S3

S94+S95=八 9・S9_S9.11

地下水流量Sijは,農地面積Alとその単位面積当りの地下浸透量
れる。

C 合 理化計画上の畑作化可能面積制約

A3~A3~A官 =0 (3-19)

計画上畑作化可能となる面積 Agは ,市 行化区域内農地面積 A3以 下である。

d 事 業化面積制約

A2~Ap2≧ 0                            (3-20)

A3~Ap3≧ 0                            (3-21)

A3~Ap9≧ 0                            (3-22)

事業化面積制約は,合 理化事業目的に合わせて,政 策上,等 号制約にも変わる。

( 3 - 1 1 )

( 3 - 1 2 )

( 3 - 1 3 )

( 3 - 1 6 )

( 3 - 1 7 )

(3-18)

S i により決定さ
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c 水 管理労働投入制約

lAp2~La2≧ 0

lAp3~La3≧ 0

lAp9~La9≧ 0

Laは ,パ ィプライン化された農地において,農 業用水の節減のために投入される

追加労働量であるが,そ の上限は,事 業化面積 Apに 比例する水管理労働追加投入可

能量 I・Apで ある。単位面積当り水管理労働追加投入可能量 Tは ,単 位面積当りの管

理用水量を水管理労働時間当り配水管理用水節減量 Wlで 除した値から, パイプライ

ン化後の最低必要水管理労働量 Ipを差し引いた値であるざ
=

f 物 理的地下水汲上げ可能量制約

S4~γ(S24+S82+S94)≦ 0

S5~γ(S25+S35+S95)≦ 0

(3-28)

政策上,現 在の地下水 汲 上 げ量

(3-23)

(3-24)

(3-25)

(3-26)

( 3 - 2 7 )

(3-29)

(3-30)

農地から地下浸透した水 Sijが,地 下水として汲上げ可能となる量 S4,S5は,補 正

された地下浸透量の範囲内である。すなわち, 濯漑期間に地下浸透したストック量

(浸透量×灌漑期間)としての地下水は,非 濯漑期を含めた 1年を通じて平滑化して汲

上げられるので,そ の灌概期間から通年汲上げへの平滑化補正が必 要 で あ り,さ ら

に, 1年 を通じて安定的に扱上げられる量としては,水 文学的に季節補正 (タイムラ

グ補正)カミ必要である。

g 政 策的地下水汲上げ制約

S4+S5~S4~S5~DS45=0

地盤沈下等の現象のみられる地域にお い て は,

S4+S5よ りも増やさないという政策を導入する。

h 水 需給制約
一D4+C114+S4+DV4≧ 0

-D5+脱 虹15+S5+DV5≧ 0

計画年における上水,工 水の水需要量 D4,D5は ,既 得水利権量 C114,M115,地 下

水汲上げ S4,S5,転用水量 DV4,DV5の 合計量によつて満たされる。

lb)目 的関数

農業用水の合理化に伴う地域社会的便益および費用として計上すべき変数は多々あ

るが,本 モデルにおいては,費 用 Cは ,農 業水利施設整備 (パイプライン化)工 事費

CAp・Ap,合理化のための水管理労働追加投入費用 CLa・La,農地水掛面積減 (合理化

計画上の畑作化)に よる収穫減額 Ccr。・Ag,便 益 Bは ,パ イプライン化による用水の

安定供給の結果として得られる作物増産効果額 的ncAp,水利施設の維持管理費節減効

果額 をRep・Ap,水管理労働節減効果額 6La・亀
・Ap,地下水汲上げ費節減額 6GW・DS45,

新規利用可能増量に対する評価額 Cdv。(DV4+DV5~DS45)に 限定する。
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C=CAp2・ Ap2+CAp3・Ap3+CAp9・ Ap9+CLa(La2+La3+La9)十 Ocr。・A丁

( 3 - 3 1 )

B=(einc ttcrep tt CLa・ls)(Ap2+Ap3+Ap9)十Ccw・ DS45

十Cdv(DV4+DV5~DS45)

合理化事業費用最小化

C―一→mlnllnlzc

合理化の結果から受ける純便益の最大化

B 一 C ― 一→ m a x l m l z e

(3-32)

2.小 貝川下流地域へのモデル適用

小只川下流地域へのモデルの適用に際して,本 地域の実態に合わせ,一 部以下の点

についてモデルを変更する。

何 本 ケース ・スタディでは,河 川下流地点で取水する本地域と隣 り合わせた農地

が存在しないので,一 般モデルにおける下流側市街化調整区城内農地 (農地③)

に関連する制約条件および目的関数の変数は削除する。

m)本 地域に存在する市行地は,取 手市と藤代町のみであるが,現 在の水道供給事

業は,茨 城県南水道企業団により4市 町 (取手市)藤 代町)竜 ヶ崎市,牛 久町)
一括して行なわれてお り,将 来においてもその事業形態は存続する計画であるの

で4), 上水道の需要量 としては, 4市 町一活分を採用する。また,こ れに合わせ

て,工 業用水も4市 町一括 しての需要量 とする。

作)地 域外からの水の持ち込み(受水),他 地域受益都市における地下水汲上げ量等

を考慮する。

また,取 水量関数については,第 工章第 1節 の16)に述べたK用 水地区の重回帰モデ

ル式が,本 地域にも適用できるものと仮定する。

(1)解 析ケースの設定

し)計 画年の設定

前述のとおり,本 地域は,現 在関東農政局により事業化に向けての調査実施地区で

あり,調 査完了予定年が昭和55年となっている。そこで,事 業が開始され る とす れ

ば,昭 和56年全体実施設計ということになり,そ の時点で事業としての計画年が公的

に確定されるものと思われる。

しかし,本 ケース ・スタディでは,こ の解析を行なうために種々の係数および外生

変数を時系列データにより推定しているが,そ の時系列データの長さが,入 手の都合

上比較的短期間であるため,長 期間的計画年を採用することには,解 析結果の現実的

整合性を確保する上に問題があると思われる。そこで,比 較的近い将来である計画年
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を採用することとして,

1・ 昭和60年  2.昭 和65年

のケースを設定することとする。

lb)解 析制約条件の設定

合理化事業は,都 市側の新規水資源開発事業 としての性格をもつと同時に,都 市近

郊農業の健全な発展を目指すための手段 としての事業でもある。

そこで,農 業水利施設整備 (パイプライン化)を どの程度まで行なうべきかは,

① 必 要な量の余剰水の生み出しのための最低限の施設整備量を確保する。

という他に,農 業側からみた政策的な施設整備量が考えられる。すなわち,

② 市 街化調整区城内農地 A2は ,都 市近郊農業の健全な発展を期するために,上

下流問題を起こさないために)あ るいは,計 画年以降の水需要増までをもできる

だけ確保しておくために, といった観点から,す べてパイプライン化すべきであ

る。

③ 市 街化区域内農地 A3も 合わせてパイプライン化 しなければ, 実 際の合理化は

不可能であるし,事 業の実も上がらない。

といったものである。

したがって,こ こでは上記のことを考慮 し,そ れに対応 した事業化面積制約の以下

のケースを設定する。

c a s c  l …… A p 2 ≦A 2 , A p 3 ≦A 3

c a s c  2 …… A p 2 = A 2 , A p 3 ≦A 3

c a s c  3 …… A p 2 = A 2 , A p 8 = A 3

に)解 析目的関数の設定

解析目的関数は,一 般モデルで定式化したケースa:合 理化事業費用の最小化)お

よびケースbi合 理化の結果から受ける純便益の最大化)の2ヶ ―スでぁる。ただし,

ケースbに ついては,合 理化事業により利用可能量増となった分についての都市用水

の単位水量当り評価額 Cdvが一概には決定しかねるので, 目的関数のその係数に関す

るパラメトリック分析を行なう。

そこで,以 上の各ケースを組み合わせると,第 III-2表のような解析ケースとなる。

(2)工 業用水 ・上水道の計画需要量

岡 工 業用水の需要予測

取手市および竜ヶ崎市の昭和46年から昭和52年までの7ヵ年のクロスデータを用い

て,重 回帰モデルによる工業用水の水需要予測を行なった
5)。

MAW=3889.24+6,8678 UOT-49.869 WMP-789.93 Dummy  (3-33)
(5.764)          (3.026)            (0.563)
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第III-2表 解 析ケース

目的 関 数 1 計 画 年 事 業 化 面 積 制 約
I     CaSC 名

Ap2≦ A2, Ap3

Ap2=A2, Ap8

Ap2=A2, Ap3

A

A

A

Ap2≦ A2, Ap8

Ap2=A2, Ap3

Ap2=A2, Ap3

財雪  60

a-60-1

a-60-2

a-60-3

≦ A

≦ A

= A

a-65-1

a-65-2

a-65-3

Ap2

Ap2

Ap2

≦ A

≦ A

= A

＜
〓
　

一一　
　
一

A2)Ap3

A2)Ap3

A2)Ap3

b-60-1

b-60-2

b-60-3

Ap2

Ap2

Ap2

＜
〓
　

一一　
　
〓

A2, Ap2

A2)Ap3

A2, Ap3

≦ A

≦ A

= A

b-65-1

b-65-2

b-65-3

RE ==0.902,S - 1261.8,D.予V. == 1.922,Sぶ江PL == 14

MAWi30人 以上の事業所 の淡水補給水量 (淡水使用量一回収水量)(m3/日),

UOTt従 業員 1人 当りの製造出荷額等 (万円/人),WMP:工 業用水料金 (円/

m3),Dummy:地 域ダミー (取手市 1,竜 ヶ崎市 0)

上式の地域ダミーの係数が有為ではないので,両 地区には地域的差差異はないもの

と思われる。そこで以下の推定式を採用 した。

MAttV-3972,70+6,2797 UOT-44.035予 /ヽNIIP
(3-34)

(11.327) (3.549)

R2=0.909,Si=1222.0,D.予 V.=1.781,Sヽ 空PL= 14

なお,藤 代町,牛 久町については,時 系列データの入手が不能であるため,非 常に

ラフであるとは思われるが,'将来的には同一地域 として発展 し,取 手市)竜 ヶ崎市と

同様の水需要予測が可能であるものと仮定した。そこで,(3-34)式 を用いて
め
,昭 和

60,65年 時点での水需要量を求めてみると,第 IEI-3表のような結果 を得 た。た だ

し,従 業員 1人 当りの製造品出荷額等については,平 均成長率を6%と 想定し,工 業

用水料金は,昭 和52年価格据置,年 率 6%の 伸び,の 2ヶ ―スとした。

lb)上 水道の需要予測

茨城県南水道企業国の昭和46年から昭和53年までの8ヵ 年のデータを用いて)上 水

道の水需要予測を試みた
7)。

UCttV=48.3496+0。 11025 UOP+0,03987予 VCP
(1.822) (1.038)

(3-35)
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第III-3表 工 業用水 (淡水補給水)需 要予預1

昭 呑日    52 年

従業員数 | 製 造 品
出荷額等
(万円)

人造等
炊

即製
練
仰

鰈却醐
ＵＯＴ

(人)  |
ン 博ヽ 景
r画  ヽ   l   r _、 3 +日ヽ(円)  | (■ 131日)

市

市

町

町

計

竜

取

牛

藤

合

ヶ 崎

手

久

代

4,090

4,563

1,473

1,849

1,221.3

2,940,6

1,753.3

1,438f5

4,995,095

13,417,783

2,582,646

2,659,878

1 1 0 1  6 , 7 9 8

1 1 0 1  1 7 , 5 9 5

110 1     10,139

110 1      8,162

1     42,694

(注)UOTの 平均成長率を6.0%と想定した。

第III-4表 上 水道需要予測

竜ヶ崎市

取 手 市

牛 久 町

藤 代 町

計

(県南水道)

年 (昭和)

52

60

65

52

60

65

52

60

65

52

60

65

総 人 口

(人)

42,020

76,500

97,400

61,970

100,000

112,100

32,407

45,300

63,500

22,430

49,300

59,900

普 及 率

(%)

28,2

52.9

68.0

77.8

83.0

87,0

5 1 , 9

67.1

74.0

63.1

65。9

72.0

給水人口

(人)

11,208

39,800

66,200

47,977

82,400

96,900

16,644

30,200

47,000

13,803

32,200

43,100

89,632

184,600

253,200

1メ、1日

需要水量
( 7 )

268

354

388

351

501

509

253

476

513

333

445

493

322

455

476

52

60

65

(注)「 県南地域 広 域的水道整備計画」 (昭和53年度,茨 城県)よ り作成。
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昭 和  60 年 昭 和  65 年

UOT

(万円/人)

脱IAttV(m3,日 ) UOT hltAやV(m37日 )

WMP-110 WMP=175 (万円/人)IWMP-110 MwP=235

1,947

4,687

2,794

2,293

11,355

28,562

16,674

13,528

70,119

8,493

25,700

19,812

10,666

58,671

2,605

6,272

3,740

3,068

15,487

38,515

22,615

18,395

95,012

9,983

33,010

17,110

12,891

72,891

1日需要
水  量

( m 3 )

既 開 発 分
発
分込

開
見

水 | そ
不 足  分

地 下 水 1 受 の 他

3,000

14,100

25,700

16,840

41,300

49,300

4,207

14,300

24,100

4,592

14,300

21,300

29,093

84,600

18,639

6,000

1  1 2 0 , 6 0 0 1

10,000

10,000

10,000

454  1

600  1

200  1

68,000

85,000

0

25)400



70

第III-5表 農 業用水合理化で開発すべき水量 (単位 :m3+日 )

町雪52 田召65

手
代
区
　
崎
久
区

ケ

取
藤
地
　
立屯
牛
地

供

給

量

合理化で開発 す べ き量 0 1 68,000  1 110,400

工業用水

地表水 ・伏流水

地  下  水

地表水 ・伏流水

地  下  水

11,130

14,620

16,940

11,130

14,620*

11,130

14,620*

16,940

合理化で開発 す べ き量 0 1
■ガ櫛

|
鴫 野01

30,200

19,090

10,000

需 1  上

要 1  工

量 |

29,090

42,690

84,600

58,670

120,600

72)890

143,270 193,490

(津)合 理化で開発すべき畳とは計画年における

転用水量+地 下水汲上げ可能量一取手 ・藤代地区地下水汲上げ予定量
米

である。

R2==0,711,S-1.518,D.予 V. =3.219,SW虹PL=8

UCW:給 水人口当りの年間水使用量 (m3/人), UOP:総 人日当りの製造品出

荷額等 (万円/人),WCP:生 活用水道料金 (m81人)

UCW=47.229+0。 15956 UOP                   (3-36)
(0.4231)

R2==0.707,S=1.528,D.予V. ==1.528,SA/fIPL=8

上記のように(3-35)式,(3-36)式 とも決定係数が低く,水 需要予測式として採用

しがたい。モデルのフィットが悪かった理由は,分 析対象地域が東京大都市圏への通

勤地域であるため,生 活用水に本地域の製造品出荷額が充分に反映していないことに

よるものであろう。

そこで,よ り妥当に推定していると思われる茨城県の試算による結果
8)を
計画年の

水需要予測量として採用することとした (第III-4表参照)。

し)農 業用水合理化で開発すべき水量の確定

上述した計画年における工業用水需要量と上水道需要量を満足させるために,農 業

用水合理化で開発すべき水量を第III-5表のように確定した。ただし,確定に当って,工
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業用水需要量は,従 業員 1人当り製造品出荷額等および工業用水料金の伸び率を年率

6%と 仮定し,昭和60年,5万 8,671m3+日,昭和65年,7万 2,891m3+日として計算した。

また,県 南地域においては,地 下水の汲上げの影響と思われる,地 盤沈下が起こつて

いる所が存在し,県 においても今後の地下水汲上げ許可は極力出さない方針
9)である

ので,現 状以上の需要量は全て何らかの水資源開発の必要があるものと仮定した。

ところで,こ こで農業用水合理化の結果による転用水価格,つ まり原水価格の変化

が,供 給料金,さらに需要量に与える影響について検討しておくことにする。一般に,

供給料金は給水原価とほぼ同じ価格で推移する。給水原価は,原 水費,浄 水費,配 水

費,給 水費,業 務費,総 係費で構成される運転管理費と資本費,そ の他により計算さ

れるが,東 京都の水道事業の会計決算書
10)によると,原 水費の占める給水原価に対す

る割合は1割未満である。さらに原水費の中で占める原水価格の割合は60～70%で あ

ることから,原 水価格の給水原価に対する割合はさらに小さくなる。 し たがって,合

理化事業の結果による転用価格の変化が,供 給料金におよぼす影響は,そ れほど大き

なものではないと考えられるので,L.P。問題の中では料金の需要量に対する影響を直

接的には考慮する必要はないと考え,計 画年における需要量を上記のように確定して

も支障がないと判断した。なお,結 果的に,需 要量の増減の幅広い範囲において解が

安定であることが,後 に示す L.P.の 感度分析より明らかであるので)あ らかじめ需

要の価格弾力性を考慮する必要がないことが判明している。

(3)係 数および外生変数の値の算定

本地域モデルの制約式および目的関数の係数および外生変数の値は,第 2章 ,第 1

節の(3))(6)の検討結果および各種調査報告書 ・文献等
11)により算定した。それらの値

およびその算定根拠を第IH-6,III-7表 に一括して示す。

に)解 析モデルの定式化

前述の算定根拠による係数および外生変数の値を,一 般モデル各式に代入し,整 理

した制約条件式および目的関数は第III-8表のとおりである。

ここで,定 式化された制約条件式が,転 用可能量について意味する内容について検

討しておくこととする。

(3-37)式において,河 川下流への放流量 Q16を 零におくと,転 用可能量について

の次の情報を得ることができる。

① 従 来の合理化対策事業では,パ イプライン化による送水ロスの節減分および計

画年に至るまでにおける農地面積の減による取水量減分が転用可能量と算定され

るが,そ の最大値 (地域内農地すべてパイプライン化による転用量)DVmax① を

計算してみると以下のようになる。
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S60 DVmax① 60=DV4+DV5=0° 293

( A p 2 = 1 9 0 7 . 2 , A p 3 = 9 8 . 5 , L a 2 = L a 3 = 0 , A 3 = 9 8 . 5 )

S65 DVmax① 65=DV4+DV5=0'474

( A p 2 = 1 9 0 7 . 2 , A p e = 4 2 . 9 , L a 2 = L a 3 = 0 , A 3 = 4 2 . 9 )

一方,(3-41),(3-42),(3-48),(3-49),(3-50)式 より,地下水汲上げ最大

可能量Smax①は,

S60 Smax①60=s4+S5=0'391(A3=98.5)

S65 Smax① 65=sュ 十 S5=0,366(A3=42.9)

であるから,(3-51),(3-52)式 より,昭 和60,65年 における必要転用水量 Dv米

は,

S60 DV6F=DV4*十 DV5*=0・ 8635+0.3540-Smax① 60=0.827

S65 DV65*=DV4米 十 DV5ネ =1・2801+0.5185-Smax①
65_1.433

したがって,昭 和60,65年ともに転用可能最大量 Dmax①
60は
必要転用水量 DV*

よ り小 さく,従 来の合理化対策事業では, とても都市側の水需要を満たすことは

できない。

② さ らに,調 整区域内農地すべてをパイプライン化 し,市 街化区城内農地は合理

化計画上すべて畑作化する場合の最大可能転用量 DVmax②を計算 してみると,以

下のようになる。

DVmax② =DV4+DV5=0・ 615

(Ap2~1907.2,Ap3=A3=0,La2=La3=0)

一方,地 下水汲上げ最大可能量 Smax 3は,

SmaxO=S4+S5=0・ 358(A3=0)

であるから,昭 和60,65年 における必要転用水量 DV**は ,

S60 DV60**=DV4**十 DV5**=0・ 8635+0.3540-Smax②=0.860

S 6 5  D V 6 5 * * = D V 5 * *十 D V 5 * * ~ 1・ 2 8 0 1 + 0 . 5 1 8 5 - S m a x② = 1 . 4 4 1

したがって, この場合でも昭和60,65年ともに転用可能最大量 DVmax②は必要

転用水量 DV**ょ り小さく,計画上可能な畑作化を行なっても都市側の水需要を

満たすことはできない。

改に)都 市側の計画年における水需要を満たす合理化事業とするには,必 ず追加水

管理労働投入が必要であることが明らかである。

(5)解析ケース結果および結果の検討

ω 合 理化事業費用最小化

解析ケース結果は,第 III-9,III-10,III-11表および添付資料 7(最終回に掲載予

定)の とおりである。
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第皿
-8表  (つ づき)

B(I)
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第III…11表 B(I)に 関する感度分析結果

=D4-Cl14~04 B(16)=D5~M115~05

casc a-60-1

casc a-60-2

casc a-60-3

c a s c  a - 6 5 - 1

c a s c  a - 6 5 - 2

c a s c  a - 6 5 - 3

一-1,00～  .84

--1.00～  .84

-1.00～  .84

- 1 , 0 0～ 1, 5 2

--1.00-1.52

-1.00～ 1.79

―.56～.71

-.56～ .71

-.56～ .75

- . 7 1 ～. 1 7

- . 7 1 ～. 1 7

- . 7 1 ～. 1 9

―-1.00～ 1.73

-1,00～ 1.73

-1.00～ 1,83

-1.00～  .43

-1.00～  .43

-1.00～  .46

(注)表 中の値は ZB/B(ZB:基 底解が入れ変わる増減量)。

A 解 析ケース解の安定性

第III-10表は, 目的関数の係数 C(」)の感度分析の結果である。Casc a-60-3ぉ ょ

び CaSC a-65-3の La2)La3の係数以外については,係 数の約20%の 増減範囲内にお

いては基底変数の入れかえは行なわれず,解 は安定である。 ま た, CasC a-60-3ぉ

よび CaSC a-65-3の La2,La3の係数についても,そ の意味するものを検討してみる

と,そ もそもLa2お よび La3の コストは同じであり,増 減するならば,両者同方向に

同額だけ変化するものであるから,や はりCの 値が増減しても,あ る一定の範囲内な

らば基底変数の入れかえは行なわれず,解 は安定である。すなわち,い ずれのケース

についても,解 は安定であるといえる。なお, La3,Agは ,い ずれのケースにおいて

も非基底変数であるから, La3,A百の係数が第III-10表の変動範囲内であれば, 目的

関数の値はかわらない。
一方,第 III-11表は,制 約条件の右辺 B(I)に ついての感度分析の結果である。計

画年における市行化区域残存農地面積 Aを,上水,工 水の既開発分を除く需要量 め4~

C14~04,D5~M15~05に ついての分析結果しか示さなかった理由は,他 の B(I)は,

本質的に構造方程式ともいうべきものの B(I)であるから,値 そのものは変化しない

と考えるべきであると思われるからである。結果はいずれのケースにおいても,B(I)

の約20%の 増減範囲内においては,基 底変数の入れかえは行なわれず,解 は安定であ

るといえる。

B 事 業規模の検討

① CaSCa-60-1,casc a-65-1(66頁 参照)

このケースは,都 市側の水需要を満足させるための事業規模である。昭和60,65年

においても,そ の事業範囲は,調 整区域内農地 (農地 2)の みにおける一定規模以上

の事業化で満たされる。すなわち,昭 和60年時点においては農地 2の 66.8%,昭 和65

年時点では87.9%の パイプライン化で確保されるということになる。ただし,注 意を

要することは,従 来の合理化対策事業における事業規模の考え方とは異なり,あ くま

取っ= A 3 1 叩 的
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でパイプライン化 した地区については,100%の 追加労働投入が行なわれることを前提

としているということである。

②  casca_60-2,caSe a-65-2

解析ヶ―スの設定の中で述べた (66頁参照)農 業側あるいは都市側の政策上の目的

を達するため農地 2を すべてパイプライン化する場合には,最 大追加労働投入可能量

の,昭 和60年時点で48.7%,65年 時点で81.4%の 追加労働投入により都市側の水需要

に対応できることになる。費用的には,① の事業規模に比べ)昭 和60年27。3%)65年

7.7%の コス トァップとなる。したがつて地域社会全体 としての合理的行動としては,

①の事業規模で合理化事業を実施することが最善であるが,現 実的には,都 市側の水

需要増に応じて徐々にパイプライン化面積を経年的に増やしていく事業形態はとれな

いし,ま た,実 際には,単 位水管理労働投入量 と節減量 との関係は,最 大投入量付近

では線形関係ではなく,節 減量は逓減するであろうから,費用が少 し割高になっても,

できるだけ農地 2は パィプライン化して追加労働投入量を弾力的に運用する方が,政

策的にはより適切ではないかと思われる。

③  C a S C a _ 6 0 - 3 , c a s c  a - 6 5 - 3

このケースは,よ り発展 した政策的配慮の必要がある場合 (66頁参照)で あるが,

市行化区域内農地 (農地 3)に 対する農業投資は,近 い将来都市計画上の農地転用に

より無駄な投資になる可能性がある。しかし,だ からといって用水供給をしないとい

うわけにもいかないので,現 行の合理化対策事業でもこの農地に対 して,あ る一定の

農地転用予測のもとに,あ る程度の投資をしているのが実状である。農地 3す べての

パイプライン化には問題はあるが,実 状に合った適度の投資は,合 理化事業の成果を

より確実にするために必要な投資であろう。また,本 地区の場合,た とえ農地 3を す

べて事業実施地区に取 り込んだとしても,費 用的には,② の事業規模に比較 して 2～

4%の コス トアップにとどまるので,農 地 3ま で事業実施することも次善の策といえ

よう。

しかし,上 述したいずれの事業規模に対する検討も,事 業費のみを最小化するため

の規模であり,そ れなりに政策約意味はあると思われるが,最 終的な結論は,次 の純

便益最大化問題の最適解の中で論 じることとする。

C 転 用水 m3当 リコス ト

合理化事業が新規水資源開発のみを目的として実施されるものと仮定すると,転 用

水 m3当 リコス トが得 られる(第III-9表参照)。昭和60年に比して65年の単価が安 く

なっているのは,農 業側の必要取水量が,都 市計画による農地転用面積分だけ少なく

なり,そ の水量が転用可能水量として,転 用水量に計上できるからである。それはと

もかくとして,い ずれにしても,合 理化事業による新規水資源開発コス トは,地 下水

汲上げコス ト程度であるために,農 業側の合理化の結果から受ける便益を計上 しなく
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ても,転 用水に対する評価額 Cdvが,地 下水汲上げコス ト程度以上であるならば,合

理化事業は,新 規水資源開発のためだけの事業 としても,経 済的に満足のいく事業で

ある, といえる。ここに,本 事業を推進すべき経済的要因の一つが存在す る の で あ

る。

m)合 理化の結果から受ける純便益の最大化

第亜 -12,III-13,III-14表 )は ,新 規利用可能量が増となる都市用水 の評 価 額
Cdvに関して,パ ラメトリック分析を行なった解析ケース(ヶ―ス名については,第 皿
-2表 を参照のこと)の 結果をまとめたものである。 た だし, Casc b-60-2は case

b-60-1と , Casc b-65-2,casc b-65-3は casc b一る5-1と 同じ結果である。ま

た,各 ケースの出力結果は,添 付資料 8の とおりである。

解析方法は,合 理化事業により利用可能量増 となる転用水の評価額 と地下水汲上げ

節減の結果により利用可能量減となる地下水の評価額を同一値 Cdvにして, 同時に同

額推移させていく方法をとってぃる。すなわち,

Cdv =Cv。 十 九d

=CdvO o(1+え ) d=cdv。

(-1≦ え≦ 十∞)
Cdv。:基準評価額 (=1円 lm3=31.536百 万円|(m31scc)・yCar)

として解析している。なお,1+兄 の値は,利 用可能増となった都市用水の m3当 り
の評価額 (円lm3)を示すことになる。

A 基 底変数の入れかえ点

第III-2図 は,case b-60-1の 結果を図示したものである。横軸にはパラメータ
ー 1十九の値をとり,縦 軸には,1+れ こ対応する最適解の基底変数の値および目的関
数の値を記入している。

① O≦ 1十 九<1,642

このときは,都 市狽1の水需要を満足するための事業費を最小化することが,便 益の

最大化である。したがって,調 整区域内農地 (農地 2)を すべてパィプライン化して

送水ロスを節減し,そ れで満たせない量を追加労働投入 (最大追加可能労働投入量の
80.1%)に よる配水用水量の範減を行なうことになる。市街化区域農地 (農地 3)の

パイプライン化や計画上の畑作化および地下水汲上げは行なわれない。

② l.642≦ 1+え <1.951

パイプライン化されている農地 2に対して100%の追加労働投入が行なわれ,その節

減量だけ,転 用水量が増加する。

③ l . 9 5 1 ≦1 + え< 5 . 0 0 0

新たに農地 3に対してパィプライン化工事がなされ,そ れに対して 100%の 追加労

働投入が行なわれる。したがって,そ の節減量だけ転用水量が増加する。

(3-54)
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第III-2図 1十 九に対する最適解の基底変数の値および目的関係の値

DV:=DV4+DV5) 十
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④ 二十 九- 5 . 0 0 0

地下水の汲上げコストCcwが 評価額 edvに等しく,この点においては)地 下水の汲

上げ有無は,便 益の増減に影響を与えない。

⑤ 5.000<1+免 <7.649

地下水汲上げが,そ の最大可能量までなされる。転用水量 DVは 増加しないが,都

市側の利用可能水量は,汲 上げ分だけ増加する。

⑥ 7 . 6 4 9 ≦1 十九

農地 3は ,転 用水量を増加させるために畑作化される。したがつて,農 地減分だけ

地下水汲上げ可能量が減となるが,合 計としての都市側の利用可能量は,そ の差し引

き分だけ増加する。そして,こ れ以上パラメーターの値を増加させても,基 底の交換

は行なわれなくなり,パ ラメトリック分析が終了する。

case b-60-3については, 農地 3のパイプライン化面積 Ap3が条件制約上,最初

から基底解に入るため, Casc b-60-1における場合とは)1十 九<1.951の 範囲に

おいて多少異なる基底解をもつが,1+え ≧ 1.951の範囲においてはCaSC b-60-1

と同じ変化をする。すなわち,

① O ≦ 1 + 免< 1 . 6 4 2

農地 2ぉ ょび農地 3のすべてがノくイプライン化されても都市側の水需要を満たせな

い不足量を,追 加労働投入 (最大可能投入量の73.5%)に より補足する。

② l , 6 4 2 ≦1 + 免< 1 . 6 4 4

農地 2に 100°/。の追加労働投入が行なわれる。

③ l . 6 4 4 ≦1 十九< 5 . 0 0 0

さらに農地 3に対する追加労働投入が行なわれる。 そ して,す ぐ途中の段階 (1+

え-1.951以 上)で CasC b-60-1と 同じ結果となる。

また,CasC b-65-1で は,第 1段階 (0≦ 1+え <5.000)で 基底解に Ap2,Ap3,

La2,La3のすべてが100%の値で入 り,そ れでも満たせない不足量 を地下水汲上げに

より確保することになる。そして, 1十九≧ 5.000では本質的に Casc b-60-1と 同

様の基底変数の入れかえが行なわれ,パ ラメトリック分析が終了する。

B 目 的関数の値 (純便益値)の 推移

目的関数の値 CX*は , 第 III-2図では片対数グラフにプロットしたために,パ ラ

メーターの値が大きくなるにつれて逓減しているように見え るが,傾 き m=cxネ /

(1+免)が示すように,1+え <7.649の 範囲内においては,下 に凸の形で推移する。

これは評価額 edvの値の増大に伴い,固 定的である費用の相対的ウェイ トが低下する

からである。そして,評 価額 Cdvが7.649円より大きくなれば,Cdvに 比例した目的関

数の値をとるようになる。

C 最 適事業規模
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合理化事業の結果から受ける純便益を考慮 した地域社会全体 としての最適事業規模

は,都 市側が新規に利用可能 となる水に対する評価額 Cdvがいくらであるかによ
つて

決定されるといえる。この評価額 edvは,新 規利用可能水の水質や水温 といつた物理

的 ・化学的性質や渇水年 とか通年取水の可能性 といったものを考慮 した利用上の確実

性,他 の新規水資源開発コス トとの比較,生 産財 としての位置付け等 といった水需給

バランスによって決定されるものである。しかし,結 果的に, そ の評価額が
m3当 り

2円 以上であれば,い ずれのケ
ースにおいても,地 域内農地すべてをパイプライン化

し,必 要最大限の追加水管理労働量を投入することが,本 地域の合理的行 動 と
V えヽ

る。 m3当 り2円 という値は,地 下水汲上げ規制が強化されつつある本地域にお
いて

は,合 理化事業は,新 規水源開発事業 としても,政 策的に強力に押 し進める
べき事業

であることが確認できる。

【注】

1)こ の仮定の妥当性は,後 述する (p.71)。

2)ゎ が国では一般に利用できる水量は,水 河の濯漑期より非濯漑期の方 が少 な

い。しかし,新 規に利用可能な渇水量は非濯滋期の方が圧倒 的 に多 い。なぜな

ら,河 川の渇水量に比して水口面積が少ない河川を除けば,既 存の農業用水によ

って,そ の河川の渇水量のほとんど全量が利用されつ くしているからである。し

たがって,灌 漑期間中の渇水の補強さえできれば,年 間を通じた新規取水が可能

である。

3)事 業化前の水利権量から,事 業化後の転用水量 と取水量の合計を差引いた量 と

事業化前の水利権量 との比が小さくなると, という意味。

4)参 考文献34参照のこと。

5)デ ータぉよびデータ加工は,添 付資料 5に 示す。

6)こ のように短期間のデ
ータを用いての推定式により予測を行なうことには若千

の危険が伴 うが,係 数の有為性および後に述べる (第2節 )感 度分析の結果等を

考慮 して,本 式により推定することとした。

7)デ ータぉよびデータ加工は,添 付資料 6に 示す。

8)参 考文献34による結果。

9)県 条4/1(昭和52年)。

10)参 考文献41の1975,pp.70～ 85に収録。

11)参 考文献 5,27,28,32,42,46,83,84,86,87,88)89,92,95,96。

来
参考文献,資 料は最終回掲載する予定である。

(経済学修士,農 林水産省地域計画課)


